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【裁判官】  濱田邦夫 金谷利廣 上田豊三 藤田宙靖 

【参照法令】  民法１６３条  

  農地法１条・３条 

 
《本件判決についての解説》  
１．事実の概要 
 Ａは、昭和２２年３月３１日、自作農創設特別措置法１６条により、甲乙各土地（以下、「本件土
地」と総称する）の売り渡しを受けた。Ａは、昭和５８年１０月１２日に死亡し、Ｘがこれを相続
し本件土地を所有するに至った。他方、Ｂは、遅くとも昭和３５年にＡとの間で本件土地の賃貸借
契約を締結し、それ以降、その賃料を支払い、本件土地を耕作して占有した。Ｂは、平成元年１０
月２３日に死亡し、その妻Ｃは、平成５年５月５日に死亡した。平成８年９月１３日、Ｂ及びＣの
相続人間で遺産分割の調停が成立し、Ｙが本件土地の賃借権を取得するものとされ、Ｙがこれを耕
作して占有している。 
 Ｘは、前記賃貸借契約が農地法３条１項所定の許可を受けないでなされたものであるから、その
効力を生じない旨を主張し、Ｙに対し、本件土地の明け渡しを求める訴訟を提起した。これに対し、
Ｙは、時効による賃借権の取得については上記許可は不要である旨を主張し、本件訴訟において、
賃借権の取得時効を援用した。 
 原審は、Ｙの主張を認めたので、Ｘが上告した。  
 
２．判決の要旨 
 上告棄却。「他人の土地の継続的な用益という外形的事実が存在し、かつ、それが賃借の意思に基
づくものであることが客観的に表現されているときは、民法１６３条の規定により、土地賃借権を
時効により取得することができるものと解すべきである（最高裁昭和４２年（オ）第９５４号同４
３年１０月８日第三小法廷判決・民集２２巻１０号２１４５頁）。他方、農地法３条は、農地につい
て所有権を移転し、又は賃借権等の使用及び収益を目的とする権利を設定し、若しくは移転する場
合には、農業委員会又は都道府県知事の許可を受けなければならないこと（１項）、この許可を受け
ないでした行為はその効力を生じないこと（４項）などを定めている。同条が設けられた趣旨は、
同法の目的（１条）からみて望ましくない不耕作目的の農地の取得等の権利の移転又は設定を規制
し、耕作者の地位の安定と農業生産力の増進を図ろうとするものである。そうすると、耕作するな
どして農地を継続的に占有している者につき、土地の賃借権の時効取得を認めるための上記の要件
が満たされた場合において、その者の継続的な占有を保護すべきものとして賃借権の時効取得を認
めることは、同法３条による上記規制の趣旨に反するものではないというべきであるから、同条１
項所定の賃借権の移転又は設定には、時効により賃借権を取得する場合は含まれないと解すべきで
ある。 
 以上によれば、時効による農地の賃借権の取得については、農地法３条の規定の適用はなく、同
条１項所定の許可がない場合であっても、賃借権の時効取得が認められると解するのが相当であ
る。」 
 
３．本件判決についてのコメント  
 （１）判旨に全面的に賛成する。本判決は、新しい理論を示したものではないものの、従来から

農地賃借権の時効取得と農地法３条の適用の有無 
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示されていた２つの判例理論、すなわち、①土地賃借権を時効取得することができること、及び②
時効取得の場合には、農地法３条の適用はないことを確認した。①については、「農地法３条の許可
を得ないゆえに」無効な農地賃借権の時効取得という事例、②については、「賃借権の」時効取得に
よる農地の権利変動に農地法３条の適用はないという事例を新たに付け加えた点で、本判決は、意
義がある。 
 
 （２）民法１６３条の解釈をめぐり、古くは、債権が取得時効の目的となるか否かが論じられ、
それを否定する見解もあったけれども［1］、少なくとも、不動産賃借権については［2］、これを肯
定するのが一般的である［3］。 
 判例も、本判決が引用する昭和４３年判決［4］において一般論として土地賃借権［5］を時効取
得し得ることを認め、その要件を明確に論じた［6］。すなわち、「土地の継続的な用益という外形的
事実が存在」することと「それが賃借の意思に基づくことが客観的に表現されている」ことの２要
件である。この判決については、すでに成立している賃借権の時効取得に限らず、いまだ成立して
いない賃借権を時効によって成立させて取得すること、すなわち創設的取得を認めたという主張［7］
と、賃借権が取得時効で新たに成立するケースを含まない可能性があるという指摘［8］があった。 
 その後、最高裁は、無断転貸借の事例である昭和４４年判決［9］を経て、法令（神社寺院仏堂境
内地使用取締規則。ただし、判決当時は廃止されていた）違反により無効の賃借権の時効取得の事
例である昭和４５年判決［10］において、事案としても土地賃借権の時効取得を肯定し、土地賃借
権の時効取得に関する判例理論を確立した。また、この判決により、いまだ成立していない賃借権
を時効取得し得ることが明らかにされた。 
 その後も、この趣旨に沿った最高裁判決が繰り返され［11］、昭和４３年判決の提示した「２要件
が充足されたときには賃借権を時効によって取得することができるとの判断は、判例理論として確
固として定着した［12］」。 
 その間、学説の議論においては［13］、不動産賃借権が時効取得され得ることを前提に、昭和４３
年判決が提示した「土地の継続的な用益が賃借の意思に基づくことが客観的に表現されている」と
いう要件の具体的内容が争点となった。これに関しては、それを「賃料の支払・供託」に求めるの
か、「賃貸借契約の存在」または「賃借権の譲渡」に求めるのか、という問題がたてられたが［14］、
本判決の事案は、無効とはいえ賃貸借契約が存在し、それに基づいて賃料が支払われてきたので、
この点では問題は生じない。また、賃借権の時効取得一般に関しては、賃借権がそもそも債権＝対
人請求権であることから、時効取得後の賃借権の内容如何という問題があるが、この点に関しても、
本判決では、「法定条件の不成就の部分のみが時効取得によって補填されればよいので［15］」、問題
は生じない。結局、本判決の事案は、「賃借権」の時効取得の問題としては最も時効取得が認められ
やすい「賃貸借契約が何らかの瑕疵により無効」という類型に属していることになる。 
 
 （３）「農地法は、農地改革がいちおう完了したのち、昭和２７年に公布・施行された。それは、
農地改革の成果を維持して、寄生地主制の復活を防ぐとともに、小作権の保護などの利用関係の調
整を行って、耕作者の地位の安定と農業生産力の増進を図ろうとするものであった［16］」。農地法
１条によると、その「究極の目的は、耕作者の地位の安定と農業生産力の増進を図ること［17］」に
ある。そのための施策は、自作農主義と小作権の保護の２つであり、前者の達成手段の１つとして
農地の移動統制（農地法３条～５条）がなされている［18］。そのうち、農地法３条は、農地または
採草放牧地について、所有権の移転と、使用及び収益を目的とする権利の設定または移転に農業委
員会または都道府県知事の許可を要するとした。この許可を受けないでした行為は、その効力を生
じない（農地法３条４項）［19］［20］。 
 時効による農地所有権の取得については、農地法３条の適用はないと判示した最高裁判決がある
［21］。この判決については、当該土地の自主占有の始期が農地法（農地調整法、自作農創設特別措
置法を含む）の施行前であり、時効の効力が起算日に遡る（民法１４４条）ことに鑑みると、農地
法３条の適用の有無はそもそも問題とならないという指摘がある［22］。これに対し、調査官解説で
は、「本判決は時効の完成を認める要件のひとつとして、その完成時に施行されていた農地法による
許可を加えるかどうかを問題とし、これを不要と解したものである。したがって、本判決は、時効
の始期が右各法（農地法、及び農地調整法を指す－引用者注）の施行前後のいずれであっても、そ
の適用範囲を有する」としている。「時効と登記」に関する判例理論にあらわれているとおり、判例
は、民法１４４条の存在にもかかわらず時効完成時に時効による物権変動があるかのような想定を
しているように見えるが、この点をさておくとしても、取得時効と農地法３条の関係を考える場合
には、調査官解説のような考え方をとらざるを得ないのではないかと思う［23］。 
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 また、別の最高裁判決［24］によれば、農地の譲渡につき知事の許可がない場合は、特段の事情
がない限り当該農地の譲受人が所有権を取得したと信じても無過失であったとはいえないとされ、
時効期間は、原則２０年とされる［25］。 
 他方で、従来の学説は、農地所有権の時効取得と農地法３条の関係に関し、許可は不要と解し、
１０年または２０年の時効取得を認めている［26］。これに対し、農地賃借権の時効取得と農地法３
条の関係に関しては、この問題プロパーとしては、従来、テーマとしてあまり議論されることがな
かったが、最近の文献には、「同法（農地法－引用者注）３条による許可の例外を定める農業経営基
盤強化促進法による賃借権設定が可能な状況であれば、時効による取得を認めても、農地法の根本
趣旨に反することにはならないであろう［27］」と明示的に言及するものがあらわれた［28］。 
 ただし、従来、学説では、先に見た昭和４５年判決との関連で、「強行法規に違反した賃貸借契約
に基づく賃借権を時効取得できるか」を議論しており、農地法による無効の場合をこの議論に当て
はめて考えることができる。そこでは、上に見たように不動産賃借権の時効取得を認めることを前
提に、この問題では、公共的・公益的要請と占有者の保護をいかに比較考量していくかが問題であ
るとされ、学説は、この考え方で異論なく一致している［29］。そして、このような事案では、契約
当事者間で取得時効が主張されていることが特異であるとされ、占有者を保護するためには取得時
効による保護しかなく、他方で、所有者（貸主）側には、権利濫用、禁反言、信義則の適用があり
得るということが、指摘されている［30］。結局、以上を前提として、時効取得の認容の難易をはか
るとすれば、「事実上の賃借関係」に潜む病的部分の大小（重軽）と「事実上の賃借関係」の「成熟
度」如何を比較検討する［31］ということになる。そして、以上の議論は、農地法３条により賃貸
借契約が無効になる場合にも、同様に当てはまると考えられる。 
 なお、農地所有権の取得時効に関連して言及したように、農地法３条の許可がないことにより占
有者が原則として有過失になるとされるので、短期取得時効が原則として適用にならない。このこ
とを農地賃借権の取得時効に当てはめてみれば、同様に、短期取得時効が原則として適用にならな
いことになる［32］。 
 
 （４）本判決は、前記昭和４５年判決の延長線上にある。ただ、昭和４５年判決との大きな相違
点として、昭和４５年判決の事案では、賃借権を無効にした法令が判決当時すでに廃止されていた
のに対し、本判決の事案では、判決時にも、現に農地法３条が存在する点が指摘できる。この点に
関しては、本判決では、現に耕作者として農地を占有している者の時効取得の主張であり、詳細は
不明だが、かりに許可の申請がなされさえすれば、許可された可能性が高いと見られ得ることが考
慮すべき点としてあげられるように思う。そうだとすると、判決文に注意深く述べられているよう
に、かりに不耕作者が取得時効の主張をした場合には、本判決の射程は及ばず、その場合の判断は
なされていないとも考えられる［33］。これも含め、本判決の事例において賃借権の時効取得を認め
ても農地法の趣旨に反することはないとした最高裁の判断は、妥当だと考えられる。 
 なお、所有権、賃借権ともに時効取得の場合には農地法３条の適用がないとすると、取得時効を
農地法３条の脱法として利用することが懸念される［34］。この点については、登記実務で脱法行為
を防ぐための方策が採られているとのことである［35］。 
 
注 
［1］於保不二雄『民法総則講義』（平成８年（昭和２６年版復刻版）・新青出版）３０６頁。また篠
田省二「賃借権の取得時効について」司法研修所報３２号２４頁以下（昭和３９年）も、債権の取
得時効を否定するという理由から不動産賃借権の時効取得を否定する。 
［2］債権の取得時効を不動産賃借権に明確に限定する見解として、川島武宜『民法総則』（昭和４
０年・有斐閣）５５１頁、遠藤浩「判批」民商６０巻６号９０９頁以下（昭和４４年）、四宮和夫『民
法総則（第４版補正版）』（平成８年・弘文堂）２９５頁。債権の取得時効を不動産賃借権に限定す
ることを批判するものとして、たとえば、石田喜久夫「判批」民商８１巻５号６８７頁（昭和５５
年）。 
［3］起草段階の議論として、法務大臣官房司法法制調査部監修『法典調査会民法議事速記録１日本
近代立法資料叢書１』（昭和５８年・商事法務）５１９頁以下、立法担当者の見解として、梅謙次郎
『訂正増補民法要義巻之１総則編』（昭和５９年（明治４４年版復刻）・有斐閣）４１４頁、富井政
章『訂正増補民法原論１巻総論』（昭和６０年（大正１１年合冊版復刻）・有斐閣）６７３頁、６３
２頁、その後、このテーマの端緒論文となった杉山修「不動産賃借権と時効取得」判タ１０３号３
８７頁以下（昭和３５年）をはじめ、初期の見解のまとめとして、可部恒雄「判批」曹時２１巻６
号１２１５頁以下（昭和４４年）（『最高裁判所判例解説民事篇昭和４３年度（下）』（昭和４４年・
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法曹会）１１７９頁以下所収）、その後の見解として、川島武宜編『注釈民法（５）総則（５）』（昭
和４２年・有斐閣）２３７頁以下、２４７頁以下（安達三季生執筆）、幾代通『民法総則（第２版）』
（昭和５９年・青林書院新社）５００頁、鈴木禄弥『借地法（上）』（昭和４６年・青林書院新社）
３２５頁以下、川井健『民法概論１（民法総則）（第２版）』（平成１２年・有斐閣）４４２頁以下な
ど参照。 
［4］最判昭和４３年１０月８日民集２２巻１０号２１４５頁。ただし、事案としては、破棄差戻し。
評釈等として、野崎悦宏・民研１４３号３６頁以下（昭和４４年）、椿寿夫・ジュリ４３３号（昭和
４３年度重要判例解説）４６頁以下（昭和４４年）、可部・前掲注（３）１２１２頁以下、遠藤・前
掲注（２）９０１頁以下、野村豊弘「判批」法協８７巻１号１２０頁以下（昭和４５年）、新関輝夫・
名法４９号１２８頁以下（昭和４５年）、遠藤浩・民研４４９号１２６頁以下（平成６年）がある。 
［5］ただし、理論上、不動産賃借権たる建物賃借権を別に考える必要はない。 
［6］それ以前の下級審判決の状況については、遠藤・前掲注（２）９０４頁以下、野村・前掲注（４）
１２２頁以下、南敏文「賃借権の時効取得」Law School３９号１０８頁以下（昭和５６年）。 
［7］野崎・前掲注（４）３８頁。 
［8］椿・前掲注（４）４７頁。 
［9］最判昭和４４年７月８日民集２３巻８号１３７４頁。ただし。事案としては、破棄差戻し。評
釈等として、奥村長生・曹時２２巻２号３６４頁以下（昭和４５年）（『最高裁判例解説民事篇昭和
４４年度（上）』（昭和４５年・法曹会）４７３頁以下所収）、森孝三・法時４２巻７号１６８頁以下
（昭和４５年）、加藤雅信・法協８７巻９＝１０号９９８頁以下（昭和４５年）、中井美雄・民商６
２巻６号９９３頁以下（昭和４５年）。 
［10］最判昭和４５年１２月１５日民集２４巻１３号２０５１頁。評釈等として、野田宏・曹時２
３巻７号１６２５頁以下（昭和４６年）（『最高裁判例解説昭和４５年度（下）』（昭和４６年・法曹
会）５９７頁以下所収）、武藤達「判批」法協８９巻１０号１４２３頁以下（昭和４７年）、新関輝
夫「判批」民商６５巻５号７８８頁以下（昭和４７年）。この判決が土地賃借権の時効取得を認める
にあたり、賃貸借契約を無効とした法令が廃止されていたことが重要であると指摘するものが多い。
たとえば、新関・前掲本注７９５頁。また、この判決の事案の別解決のあり方を示唆するものとし
て、武藤・前掲本注１４３１頁。 
［11］最判昭和５２年９月２９日裁判集民事１２１号３０１頁、判時８６６号１２７頁、金判５３
６号１８頁（肯定。研究として、岡本詔治・法時５０巻８号１３１頁以下（昭和５３年））、最判昭
和５２年１０月２４日裁判集民事１２２号６３頁、金判５３６号２８頁（否定）、最判昭和５３年１
２月１４日民集３２巻９号１６５８頁（否定。評釈等として、半田正夫・判タ４１１号１６頁以下
（昭和５５年）、石田・前掲注（２）６７９頁以下、島田禮介・曹時３３巻３号８８９頁以下（昭和
５６年）（『最高裁判所判例解説民事篇昭和５３年度』（昭和５７年・法曹会）５４１頁以下所収）、
岡本坦・谷口知平＝加藤一郎編『新版・判例演習民法１総則』（昭和５６年・有斐閣）３０９頁以下）、
最判昭和６２年６月５日裁判集民事１５１号１３５頁、判時１２６０号７頁、判タ６５４号１２４
頁、金法１１８６号８０頁、金判７８６号３頁（肯定。評釈等として、平田健治・民商９８巻２号
２９６頁以下（昭和６３年）、良永和隆・ジュリ９１０号（昭和６２年度重要判例解説）６６頁以下
（昭和６３年）、鎌田薫・判タ６６７号４８頁以下（昭和６３年）、松本恒雄・法セ４０４号１１４
頁（昭和６３年）、松津節子・判タ７０６号（昭和６３年度主要民事判例解説）２６頁以下（平成元
年））。 
［12］鎌田・前掲注（１１）５１頁。 
［13］学説の議論については、新関輝夫「不動産賃借権の時効取得」判時６２７号１１１頁（判評
１４８号５頁）以下（昭和４６年）、平井一雄「借地権の取得時効」水本浩＝田尾桃二編『現代借地
借家法講座１巻借地法』（昭和６０年・日本評論社）２４３頁以下、五十川直行「土地賃借権の時効
取得（一）（二・完）」法政５２巻１号５１頁以下、５３巻１号７７頁以下（昭和６０年～６１年）、
青山邦夫「賃借権の時効取得」小川英明＝長野益三編『現代民事裁判の課題①不動産取引』（平成元
年・新日本法規出版）５３８頁以下、藤原弘道「賃借権の時効取得」（石田・西原・高木三先生還暦
記念論文集刊行委員会編『不動産法の課題と展望』（平成２年・日本評論社）５３頁以下（藤原弘道
『取得時効の諸問題』（平成１１年・有信堂高文社）２１８頁以下所収）。その他、この問題に関連
するものとして、信濃孝一「土地賃借権の時効取得」塩崎勤編『裁判実務大系１１巻不動産訴訟法』
（昭和６２年・青林書院）１２５頁以下、浦川道太郎「土地賃借権の時効取得」田山輝明編『民法 
演習Ⅰ』（昭和６２年・成文堂）２６８頁以下、遠藤浩ほか監修『民法注解財産法１巻民法総則』（平
成元年・青林書院）７５９頁以下（徳本伸一執筆）、笠井正俊「不動産の所有権及び賃借権の時効取
得の要件事実に関する一考察」判タ９１２号４頁以下（平成８年）。また、星野英一「時効に関する
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覚書」法協８９巻１号７９頁以下（昭和４７年）（同『民法論集４巻』（５３年・有斐閣）２４９頁
以下所収）も参照。 
［14］要件の整理につき、新しい文献として、林良平編『注解判例民法民法総則』（平成６年・青林
書院）６７９頁以下（平岡建樹執筆）、広中俊雄＝星野英一編『民法典の百年Ⅱ』（平成１０年・有
斐閣）３５２頁以下（松久三四彦執筆）。 
［15］鎌田・前掲注（１１）５３頁。 
［16］加藤一郎『農業法』（昭和６０年・有斐閣）１１５頁以下。農地立法の歴史については、同・
８６頁以下参照。その他、実務の視点からの文献として、和田正明『農地法詳解（第６次全訂新版）』
（昭和５６年・学陽書房）５５頁以下。 
［17］加藤・前掲注（１６）１１６頁。 
［18］同前・１１６頁。 
［19］同前・１５５頁は、この条文の解釈として、契約は許可がなくても成立しており、それが許
可によって効力を発生するとする。 
［20］農地の売買一般については、宮崎俊行「農地の売買」契約法大系刊行委員会編『契約法大系
Ⅱ（贈与・売買）』（昭和３７年・有斐閣）２１３頁以下、中尾英俊「農地の売買と知事の許可」中
川善之助＝兼子一監修・遠藤浩編『不動産法大系１巻売買（改定版）』（昭和５０年・青林書院新社）
５２１頁以下参照。また、農地法３条については、仁瓶五郎『農地売買・転用の法律（第２次改定
版）』（平成９年・学陽書房）１１９頁以下も参照。なお、物権変動原因の特殊性から農地法３条と
の関係が問題となった最高裁判決として、最判昭和３７年５月２９日民集１６巻５号１２０４頁（家
事調停）、最判昭和４２年３月３日金判５７号１８頁（任意競売）、最判平成１３年７月１０日民集
５５巻５号９５５頁（共同相続人間の相続分譲渡（贈与））がある。 
［21］最判昭和５０年９月２５日民集２９巻８号１３２０頁。評釈等として、武藤節義・不セ７巻
３号６０頁以下（昭和５１年）、加藤正男・民商７４巻６号９６２頁以下（昭和５１年）、早川登・
名城２６巻２号８８頁以下（昭和５２年）、岨野悌介・曹時３０巻２号３４７頁以下（昭和５３年）
（『最高裁判所判例解説民事篇昭和５０年度』（昭和５４年・法曹会）４４２頁以下所収）。 
［22］早川・前掲注（２０）９２頁。 
［23］ただし、所有権取得時を時効完成時として登記するのは、明らかに誤りで、占有開始時を所
有権取得時とすべきである。このことと、現時点で時効完成の効果を認めるか否かという問題は別
問題だからである。 
［24］最判昭和５９年５月２５日民集３８巻７号７６４頁。評釈等として、甲斐道太郎・判時１１
５４号１８７頁（判評３１８号２５頁）以下（昭和６０年）、大村敦志・法協１０３巻５号９８５頁
以下（昭和６１年）、松久三四彦・民商９３巻６号８８６頁以下（昭和６１年）、柴田保幸・曹時４
１巻２号４０６頁以下（『最高裁判所判例解説民事篇昭和５９年度』（平成元年・法曹会）２３９頁
以下所収）がある。なお、同趣旨の最高裁判決として、昭和６３年１２月６日第三小法廷判決（昭
和５９年（オ）第７５８号）が金山直樹「判批」民商１０１巻１号１５０頁以下（平成元年）で批
評されているが、判例集等に未登載のようである。 
［25］なお、最高裁判決が、一時期、悪意占有と他主占有を混同していたと指摘するものとして、
藤原弘道『時効と占有』（昭和６０年・日本評論社）２１頁。 
［26］加藤・前掲注（１６）１４４頁。その他、武藤・前掲注（２１）６１頁、岩井俊「農地の売
買」小川ほか編・前掲注（１３）５６３頁、宮崎直己『農地法の実務解説（改訂補正２版）』（平成
１３年・新日本法規）８３頁以下、同『判例からみた農地法の解説』（平成１４年・新日本法規）９
９頁以下も参照。 
［27］田山輝明『民法総則』（平成１２年・成文堂）２６２頁。 
［28］宮崎俊行「農地の売買と取得時効」日本法学４７巻４号５５２頁以下（昭和５７年）も言及
している。 
［29］篠原弘志「判批」判時４１９号７６頁（判評８４号１８頁）、新関・前掲注（１３）１１５頁、
同・前掲注（１０）７９５頁、青山・前掲注（１３）５４５頁、５５３頁。 
［30］新関・前掲注（１０）７９４頁。五十川・前掲注（１３）５３巻１号１０５頁以下は、「時効
期間の経過を借りた便法であるといいうるかもしれない」という。藤原・前掲注（１３）５９頁以
下も参照。 
［31］五十川・前掲注（１３）５２巻１号５１頁以下。 
［32］法令違反により無効の賃借権の短期（１０年の）時効取得を否定する見解として、三宅正男
『契約法（各論）下』（昭和６３年・青林書院）６５４頁、６５５頁。 
［33］農地が非農地化した場合に、売買契約の効力が農地法の許可なく生ずるとする判決（最判平
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成１２年１２月１９日金法１６０９号５３頁）に従えば、結論は同様となる。 
［34］金山正信「農地所有権の時効取得と知事の許可」名学論集１２巻３＝４合併号３頁以下（昭
和５１年）も参照。 
［35］岨野・前掲注（２１）３５３頁、Ｍ・Ｇ「農地の時効取得」登記情報４５２号（３９巻７号）
６５頁以下（平成１１年）。 

                            （平成１６年１０月１日）          
著者：金沢大学大学院法務研究科教授 尾島茂樹 

  
 


